
第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

第1章で見たとおり、グリーン経済・グリーン成長
の実現に向けた取組は、昨今の国際的な潮流となって
います。第4章第1節では、グリーン・イノベーション

に関する世界と我が国の現状を、第2節以降では、低
炭素社会・循環型社会・自然共生社会の実現に向けた
我が国の取組の具体例を、それぞれ概観していきます。

第1節　グリーン経済とグリーン・イノベーション

1　グリーン・イノベーションとは

環境と経済の間には密接なかかわり合いがあります
が、世界が直面する環境制約に対応していくためには、
第1章で見たように、双方を単にトレードオフの関係と
して捉えるのではなく、持続的な好循環を生み出して
いく関係として、その実現を目指すことが重要となり
ます。こうした社会のシステムを実現させる上で大き
な原動力となるのが「グリーン・イノベーション」、す
なわち、エネルギー・環境分野におけるイノベーショ
ンです。

現在各国では、環境・経済・社会の中長期的なある
べき姿と達成すべき目標について国の戦略として定め
るとともに、目標達成に向けたグリーン・イノベーシ

ョンの推進策を進めています。我が国においても、新
成長戦略（2010年（平成22年）6月閣議決定）において、
グリーン・イノベーションの促進や総合的な政策パッ
ケージによって、2020年までに「50 兆円超の環境関
連新規市場」、「140 万人の環境分野の新規雇用」、「日
本の民間ベースの技術を活かした世界の温室効果ガス
削減量を13 億トン以上とすること（日本全体の総排出
量に相当）」を実現することとしており、①「固定価格
買取制度」の導入等による再生可能エネルギーの急拡
大、②環境未来都市構想、③森林・林業再生プランの
3つが、同戦略を推進するための重点施策である国家
戦略プロジェクトに指定されています。

2　グリーン・イノベーションを実現させるための施策

（1）グリーン・イノベーションと環境技術

ア）環境研究・環境技術開発の目指すべき方向性

技術開発による成果を効率的にあげるためには、出
口を見据えた研究開発の重点化が重要となります。中
央環境審議会は、中長期（2020 年、2050 年）のある
べき姿をにらみながら今後5年間で取り組むべき環境
研究・技術開発の重点課題やその効果的な推進方策を
明らかにした答申として、2010年（平成22年）6月、「環
境研究・環境技術開発の推進戦略」（以下「推進戦略」と
いう。）を取りまとめました。同戦略では、持続可能な
社会の構築に向けて、①脱温暖化社会、②循環型社会、
③自然共生社会、④安全が確保される社会の達成を目
指すこととしており、これら4つの個別領域の研究・

技術開発に加え、中長期のあるべき社会像に関する総
合的研究（全領域共通分野）、複数の領域にまたがる横
断的研究（領域横断分野）、技術の社会実装を進めるた
めのシステム構築や社会シナリオ等の研究を進めるこ
ととしています。

（2）グリーン・イノベーションと環境金融

グリーン・イノベーションの推進に当たっては、
1,400兆円を超える我が国の個人金融資産を含め、国
内外の資金が、環境保全に資する事業活動に対して効
率的かつ十分に供給されることが重要です。

環境金融の具体的役割は大きく分けて二つあります。
一つは、環境負荷を低減させる事業に資金が直接使わ
れる投融資です。もう一つは、企業行動に環境への配
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第1節　グリーン経済とグリーン・イノベーション

慮を組み込もうとする経済主体を評価・支援すること
で、そのような取組を促す投融資です。

環境金融の普及・促進に向けた自主的な取組として、
約30の我が国の金融機関が協働し、2011年（平成23年）
10月に、環境金融への取組の輪を広げていくための行
動原則として「持続可能な社会の形成に向けた金融行
動原則」（21世紀金融行動原則）を策定しました。同原

則は、持続可能な社会の形成のために果たすべき行動
指針として7つの行動原則を示しており、また、具体
的な行動指針として、「預金・貸出・リース業務ガイ
ドライン」、「運用・証券・投資銀行業務ガイドライン」、

「保険業務ガイドライン」という3つのガイドラインを
あわせて策定しています。同原則には、平成24年4月
末時点で180の金融機関が署名しています。

英国

資料：環境省

Low Carbon 
Industry Strategy （2009） 

・洋上風力や潮力といった再生可能エネルギー分野をはじめ、低炭素型の自
動車の普及、化学産業の低炭素化など幅広い分野において、英国の産業競
争力を強化するための行動計画を提示。
・2015年までに40万人の雇用を創出。

ドイツ

Energy Concept （2010）
・2050年温室効果ガス排出量80-95%削減（1990年比）に向けたガイド
ライン。
・2050年までに、最終エネルギー消費のうち60%を再生可能エネルギーで
賄うことを目標とする。

アメリカ

American Recovery and 
Reinvestment Act of 
2009（ARRA）

・2009年2月に可決した景気刺激策。総額7,870億ドルのうち、940億ド
ルを省エネ、再エネ、水、廃棄物、大量輸送機関など環境分野の投資に充当。
・省エネ、再エネプログラム等によって、2012年を通じて約72万人分の雇
用創出を見込む。

中国

第12次5カ年計画
（2011）

・2011年から2015年までの国家5カ年計画。
・2015年までにGDP当たり二酸化炭素排出量を2010年比で17%削減す
ることを目標とする。
・2011年～2015年の間、環境関連産業に約4680億ドルを投資予定してお
り、産業の規模は2015年に約7430億ドルに達する見込。
・削減目標を達成するため、2011年11月に中国国務院は二酸化炭素削減の
行動計画を承認した。

韓国

Green Growth Korea
（2008）

・低炭素型グリーン成長のビジョンを発表。
・3つの方向性と10の個別分野で目標を設定しており、実施期間は2009年
から2013年の5年間。
・1410～1600億ドルの生産波及。156～181万人の雇用がグリーン産業
によって創出される見通し。

グリーン・イノベーションに関する各国の取組

出典：環境省　「環境研究・環境技術開発の推進戦略」

1．長期的な国家ビジョンの中でのあるべき社会（持続可能社会）に係る研究
2．持続可能社会への転換に係る研究
3．アジア地域をはじめとした国際的課題への対応
4．複数領域に同時に寄与するWin-Win型の研究開発
5．複数領域間のトレードオフを解消する研究開発
6．環境要因による社会への影響と適応
7．低炭素で気候変動に柔軟に対応するシナリオづくり
8．エネルギー需要分野での低炭素化技術の推進
9．エネルギー供給システムの低炭素化技術の推進
10．地球温暖化現象の解明と適応策
11．3R・適正処理の徹底
12．熱回収効率の高度化
13．レアメタル等の回収・リサイクルシステムの構築
14．生物多様性の確保
15．国土・水・自然資源の持続的な保全と利用
16．化学物質等の未解明なリスク・脆弱性を考慮したリスクの評価・管理
17．健全な水・大気の循環

領域 重点課題

個別領域④
安全が確保される社会

個別領域③
自然共生型社会

個別領域②
循環型社会

個別領域①
脱温暖化社会

領域横断

全領域共通

環境研究・環境技術開発の推進戦略における各領域とその重点課題
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第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

3　グリーン・イノベーションと市場のグリーン化

　グリーン・イノベーションを推進していくためには、
環境分野における技術革新を実現しつつ、新たな制度
設計や制度の変更、新たな規制・規制緩和などの総合
的な政策パッケージにより、環境技術・製品の急速な
普及拡大を後押しすることが不可欠です。とりわけ、

「市場」に着眼し、そのグリーン化を図っていくための
施策は、多くの主体に対して効率的かつ効果的に働き
かけることができる特長があります。
　環境省が2012年（平成24年）1月にとりまとめた報
告書「市場の更なるグリーン化に向けて」では、市場の
グリーン化について、「環境保全の視点を大胆に社会・
経済活動に織り込み、環境配慮型の製品・サービスを
開発・提供することを需要の拡大につなげることをは
じめ、環境に配慮した企業行動が評価を受け、より大
きな利潤を得ることができるような市場を形成するこ
と」と位置づけています。

第2節　低炭素社会の実現に向けた我が国の取組

1　世界における低炭素社会の実現に向けた動き～COP17～

2011年（平成23年）11月28日から12月11日まで、
南アフリカ共和国のダーバンにおいて、国連気候変動
枠組条約第17回締約国会議（COP17）が行われました。

日本国政府は、すべての主要排出国が参加する公平
かつ実効性のある国際枠組みの構築を目指し、交渉に
臨みました。また、東日本大震災という国難を乗り越

えるべく最大限努力していること、気候変動問題に積
極的に取り組むという我が国の姿勢は今後も変わらな
いことや、新しいエネルギーミックス戦略・計画に向
けた検討と今後の温暖化対策の検討とを表裏一体で進
めていることを、細野環境大臣による演説等を通じて
説明しました。

出典：「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則（21世紀金融
行動原則）」

原則１．自らが果たすべき責任と役割を認識し、予防的アプロー
チの視点も踏まえ、それぞれの事業を通じ持続可能な社
会の形成に向けた最善の取組を推進する。

原則２．環境産業に代表される「持続可能な社会の形成に寄与す
る産業」の発展と競争力の向上に資する金融商品・サー
ビスの開発・提供を通じ、持続可能なグローバル社会の
形成に貢献する。

原則３．地域の振興と持続可能性の向上の視点に立ち、中小企業
などの環境配慮や市民の環境意識の向上、災害への備え
やコミュニティ活動をサポートする。

原則４．持続可能な社会の形成には、多様なステークホルダーが
連携することが重要と認識し、係る取組に自ら参画する
だけでなく主体的な役割を担うよう努める。

原則５．環境関連法規の遵守にとどまらず、省資源・省エネルギー
等の環境負荷の軽減に積極的に取り組み、サプライヤー
にも働き掛けるように努める。

原則６．社会の持続可能性を高める活動が経営的な課題であると
認識するとともに、取組の情報開示に努める。

原則７．上記の取組を日常業務において積極的に実践するために、
環境や社会の問題に対する自社の役職員の意識向上を図
る。

持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則
（21世紀金融行動原則）

市場
メカニズム

出典：環境省　グリーン・マーケット＋（プラス）研究会報告書
「市場の更なるグリーン化に向けて」

【商品・サービス市場、金融市場】
・市場において「環境」の価値が認められ、事業者に対
し環境配慮を求める意識が浸透する。

・環境に配慮した商品・サービスが新たに開発され、市
場に普及するとともに、継続的な取組の中で「環境配慮」
のレベルアップが図られる。

【消費者】
・評価された結果に基づ
き、消費者が自然体で
環境に配慮した商品・
サービスを選択する。

【施策】
・事業者が提供した情報を基に環境に配慮した商品・サービスや事業者
が評価されて、消費者に分かりやすく伝わる。

【事業者】
・環境に配慮した生産活
動を行うとともに、消
費者に正確で分かりや
すい情報提供を行う。

グリーン化された市場のイメージ
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第2節　低炭素社会の実現に向けた我が国の取組

交渉の結果、すべての国に適用される将来の法的枠
組みのプロセスとして、「強化された行動のためのダ
ーバン・プラットフォーム特別作業部会」の設置につ
いて合意が得られました。一方、京都議定書については、
第二約束期間の設定に向けた合意が採択されましたが、
我が国を含むいくつかの国は、将来の包括的な枠組み
の構築に資さないことから、第二約束期間には参加し
ないことを明らかにし、そのような立場を反映した成
果文書が採択されました。

2013年以降、我が国は自らを律し、地球温暖化対策
の国内対策を引き続き積極的に推進していくこととな
ります。また、対外的にも、先進国としての責任ある
立場を踏まえ、世界の気候変動政策に対する支援を継
続していくことが重要です。我が国は、先進国・途上
国と連携しつつ、技術、市場、資金を総動員して世界
を低炭素成長に導くための具体的な取組として「世界
低炭素成長ビジョン」をCOP17において発表し、我が
国の今後の国際貢献のあり方に関する決意を示しまし
た。また、COP15において日本が拠出を表明した、
官民合わせて150億ドルの気候変動分野における2012
年までの途上国支援（短期支援）についても、着実に実
施していきます。

2　我が国における低炭素社会の実現に向けたこれまでの取組

（1）主要な制度的取組

ア）地球温暖化対策のための税の導入

温暖化対策税の早期導入は、後の世代の負担を軽減
するために必要であるだけでなく、世界に先駆けた低

炭素社会づくりや、グリーン・イノベーションを促進
することで環境関連企業の成長を促し、「環境・エネ
ルギー大国」としての我が国の長い目で見た成長・発
展に資する契機としても有効と考えられます。

こうした状況にかんがみ、我が国においても税制に
よる地球温暖化対策を強化するとともに、エネルギー

写真：環境省

COP17で演説する細野環境大臣

2012年
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2013年

IPCC
第5次報告書

2014年 2015年 2020年

2012年前半に立ち上げ

条約作業部会
（AWG-LCA）

議定書作業部会
（AWG-KP）
第1約束期間
（～2012年） 第2約束期間（2013年～2017年or 2020年）

カンクン合意の実施

長期目標のレビュー
（2013－15年）

ダーバン・プラットフォーム特別作業部会

2020年
以降の
取組

２
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年
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で
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取
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資料：環境省

遅くとも2015年までに採択

・各国による、
批准、締結

・国内法整備

COP18で
作業完了し、
役割終了予定

COP18で
作業完了予定

各国が掲げる削減目標・行動の推進と国際的MRV、適応、
資金、技術、キャパシティビルディング

将来枠組みに向けた道筋
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第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

起源二酸化炭素排出抑制のための諸施策を実施してい
く観点から、平成23年度税制改正では、「地球温暖化
対策のための税」を盛り込んだところですが、国会に
おける審議の結果、この改正事項については見送られ
ることとなりました。この改正事項については、平成
24年度税制改正大綱において地球規模の重要かつ喫緊
の課題である地球温暖化対策を進める観点から、平成
24年度税制改正において、引き続き、実現を図ること
とされ、第180回国会において本税を盛り込んだ税制
改正法案（租税特別措置法等の一部を改正する法律案）
が可決・成立、「地球温暖化対策のための税」が導入さ
れることとなりました。

具体的な手法としては、広範な分野にわたりエネル
ギー起源二酸化炭素排出抑制を図るため、全化石燃料

を課税ベースとする現行の石油石炭税に二酸化炭素排
出量に応じた税率を上乗せする「地球温暖化対策のた
めの課税の特例」を設けるものです。この特例は、
2012年（平成24年）10月1日から施行することとされ
ており、その導入に当たっては、急激な負担増となら
ないよう、3年半かけて税率を段階的に引き上げると
ともに、一定の分野については、所要の免税や還付措
置を設けることとしています。あわせて、燃料の生産・
流通コストの削減や供給の安定化、物流・交通の省エ
ネ化のための方策や、過疎・寒冷地に配慮した支援策
についても実施することとしています。

注：（　）は石油石炭税の税率
資料：『平成24年度税制改正大綱』より環境省作成

課税物件 現行税率 H24.10～ H26.4～ H28.4～
原油・
石油製品

［1kl当たり］
ガス状
炭化水素

［1t当たり］
石炭

［1t当たり］ （700円）

（1,080円）

（2,040円）

＋220円
（920円）

＋260円
（1,340円）

＋250円
（2,290円）

＋220円
（1,140円）

＋260円
（1,600円）

＋250円
（2,540円）

＋230円
（1,370円）

＋260円
（1,860円）

＋260円
（2,800円）

地球温暖化対策のための課税の特例による税率

石油
石炭税

上乗せ
税率

現行
税率ガス状

炭化水素
（LPG・LNG）

原油・
石油製品

石炭

出典：平成22年度第23回税制調査会資料

301円
400円

779円

289円 「地球温暖化対策のための課税の特例」

地球温暖化対策のための課税の特例の二酸化炭素排出量
1トン当たりの税率

再生可能エネルギー
による電気を売電

国が定める期間、
固定価格で電気を買取

電気を供給

電気料金と
合わせて賦課金
（サーチャージ）
を回収

回収した
賦課金を納付

賦課金のkWh当たりの
単価の決定

買取価格・買取期間
を設定

設備を認定

買取費用
の交付

再生可能エネルギー
による発電を事業
として実施される方 電力会社

費用負担調整機関
（賦課金の回収・分配を行う機関）

調達価格等算定委員会
（委員（5名）は国会同意人事）

国

電気をご利用
の皆様

太陽光

風力 中小水力

地熱 バイオマス

自宅で発電される方

資料：資源エネルギー庁

固定価格買取制度の概要
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第2節　低炭素社会の実現に向けた我が国の取組

イ）固定価格買取制度

2011年（平成23年）に成立した「電気事業者による再
生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」（平
成23年法律第108号）に基づき、2012年（平成24年）7
月1日から、固定価格買取制度が開始されます。同制
度は、再生可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、
地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、国が
定める一定の期間、価格で電気事業者が買い取ること

を義務付けるものであり、再生可能エネルギー源の利
用を促進し、もって国民経済の健全な発展に寄与する
ことを目的としています。
新たに開始する制度の下では、従来の余剰買取制度

は継続され、大規模太陽光発電・風力発電・中小水力
発電（3万kW未満）・地熱発電・バイオマス発電（紙パ
ルプ等の既存の用途に影響のないもの）について、発
電した電気の全量が買取の対象となる、全量固定価格
買取制度が開始されます。

3　革新的エネルギー・環境戦略

平成23年5月に閣議決定された政策推進指針に基づ
き、同年6月、新成長戦略実現会議の分科会として「エ
ネルギー・環境会議」が設置されました（なお現在、同
会議は、同年10月に発足した国家戦略会議の分科会と
して位置づけられています。）。同会議では、原子力発
電を始めとしたコストを検証し、原子力発電への依存
度低減のシナリオを描くべく、エネルギー政策のあり
方を白紙から見直すとともに、これらと表裏一体のも
のとして今後の地球温暖化対策の検討を行い、国際的
議論を経た上で、「革新的エネルギー・環境戦略」を策
定することとしています。
また、原子力をはじめとする各電源のコストについ

ては、省庁横断的な組織である「コスト等検討委員会」
において検証作業が行われました。コストの試算に当
たっては、事故リスク対応費用や二酸化炭素対策費用、
政策経費等、いわゆる社会的費用を加味するとともに、
2030年時点でのコスト予測も行っており、再生可能
エネルギーの量産効果や技術革新の可能性、火力発電
に関する燃料費上昇や二酸化炭素対策費用の上昇の影
響等も反映しています。同委員会が2011年12月にま
とめた報告書によると、どの電源にも長所と短所があ
り、エネルギーミックスのあり方について、複数のシ
ナリオがあり得るとしています。
　2011年12月には、革新的エネルギー・環境戦略の

資料：「基本方針～エネルギー・環境戦略に関する選択肢の提示に向けて～」（平成23年12月21日エネルギー・環境会議）より環境省作成

0

10

20

30

40

50

 

上限
下限

上限
下限

〔円／ kWh〕 

 ≪凡例≫

2004年
試算 

5.7 6.2

16.5

2010年
モデル 

2030年
モデル 

5.9

原子力

【70％/40年】

石炭火力
（新政策シナリオ）
【80％/40年】

LNG火力

【80％/40年】

風力

【20％/20年】

風力

【30％/20年】

地熱

【80％/40年】

石油火力

【50％・10％/40年】
（2004年試算は30％）

太陽光

【12％/20年】
（2030モデルは35年）

ガスコジェネ

【70％/30年】

省エネ
（新政策シナリオ） （陸上） （洋上） （住宅） （熱価値控除後）

【設備利用率（％）／稼働年数（年）】

8.9 ～
（2010＝2030）

エアコン：
7.9 ～ 23.4

冷蔵庫：
1.5 ～ 13.4

白熱電球
→LED 0.1

10.3
↑
9.5

10.9
↑
10.7

9.9 ～
17.3
↓
8.8 ～
17.3

9.4 ～
23.1
↓
8.6 ～
23.1

9.2 ～
11.6

（2010＝
2030）

25.1
↑
22.1

（50％）

38.9
↑
36.0

（10％）

33.4 ～
38.3
↓
9.9 ～
20.0

11.5
↑
10.6

20.1
↑
19.7

（熱価値
控除前）

①原子力
約9円以上

○事故リスク対
応費用等の社
会的費用が発
生。
○8.9円/kWh
以上

○燃料費や二酸化炭
素対策により上昇。
○原子力と同等の競
争力。

○条件がよければ現状でも
競争力あり。

○大量導入には下記の制約
あり。

・風力は北海道・東北に偏在
し、送電コスト増。
・地熱は自然公園内に偏在す
るなど制約あり。

○技術改良による価格低減
の可能性あり。石油火力
と比較して競争力あり。

○大量導入には、発電しな
い間の補助電源や蓄電池
によるバックアップが必
要。

○電気代（家庭：20円、
業務・産業：14円）の
節約分を考慮すると、
需要側にとってさらに
魅力あり。

②石炭・LNG
10円台

③風力・地熱
現状でも10円以下あり

④太陽光
10 ～ 20円

⑤分散型電源
10 ～ 20円程度

原子力発電以外の電源のコストの検証
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第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

選択肢提示に向けて「基本方針～エネルギー・環境戦
略に関する選択肢の提示に向けて～」が決定されまし
た。エネルギー・環境会議は、同方針に基づき、平成
24年春頃に戦略の選択肢を提示し、国民的議論を経た
後、夏頃までにエネルギー・環境戦略を策定する予定
です。同会議に提示される原子力政策・エネルギーミ

ックス・地球温暖化対策の選択肢の原案については、
原子力委員会、総合資源エネルギー調査会、中央環境
審議会地球環境部会等の関係会議体にて策定される予
定です。また、日本再生の核となるグリーン成長戦略
についても、エネルギー・環境会議において2012年夏
に策定することとしています。

4　我が国が誇る最先端の低炭素化技術

（1）炭素繊維技術と航空機「ボーイング787」
～革新的素材を使用して二酸化炭素を「へ
らす」技術～

炭素繊維は、鉄やアルミニウム等の金属に代わり得
る次世代構造素材で、軽くて強いという特性から省エ
ネルギーや環境保全などの効果が大きく、高付加価値
素材として注目を集めています。この炭素繊維につい
て、我が国は世界シェアの約7割を占めており、高い
国際競争力を有しています。そして、我が国の炭素繊
維複合材に関する技術を集結させて実現したのが、ボ
ーイング社の新型旅客機「ボーイング787ドリームライ
ナー」です。

この旅客機に関しては開発当初より、全日本空輸株
式会社をローンチカスタマー（筆頭発注主）として我

が国の企業数十社が機体の開発、分担生産に参加して
おり、機体製造の35％を日本の企業が担当しています。
これだけの分担比率となった要因の一つに、日本の強
みである炭素繊維の技術が燃費改善に直結しているこ
とが挙げられます。ボーイング787では、胴体や主翼
部分など機体部分の約50％に日本企業の開発した炭素
繊維複合材が使用されたことで大幅な軽量化が図られ、
同クラスの前世代機と比較し約20％の燃費向上に貢献
しています。さらに、翼に炭素繊維複合材を使用した
ことで従来機の翼よりもアスペクト比（主翼の縦と横
の比率）を高めることができ、同サイズの機体に比べ
低燃費を実現するとともに、巡航速度もマッハ0.85の
高位を実現しています。これにより、中型機でありな
がら、大型機並みの航続飛行が可能となりました。

基本姿勢①：「白紙からの見直し」という原点に立ち帰り、原子力のリスク管理に万全を期するという姿勢で臨む

○　エネルギー・環境戦略見直しの発端は、東電福島第一原発の苛酷事故の発生にある。大きな方向性として共有されつつある原発への
依存度低減の具体的な姿を示す前提として、原子力のリスク管理が不可欠である。

○　選択肢の提示に当たっては、原子力のリスク管理に万全を期するという姿勢で臨む。

基本姿勢②：原発への依存度低減に向け、国際的な情勢も視野に入れ、エネルギー安全保障や地球温暖化対策との両立をも図るという姿
勢で臨む

○　国際的な資源情勢や温暖化を巡る国際世論の動向が流動的である中で、エネルギー安全保障を確保し、地球温暖化対策に貢献すると
いう要請との両立が重要論点となる。

○　下記のような論点に関し、選択肢ごとの課題解決への方策も併せて提案する方針で臨む。

基本姿勢③：「創エネ」、「蓄エネ」、「省エネ」を軸に、需要家や地域が主体的にエネルギー選択に参加できる新たなエネルギーシステム
を築くことで、新たなエネルギーミックスや地球温暖化対策を実現するとの発想で臨む

―　原発への依存度低減を図る中で、非化石エネへのシフトを旨とするエネルギー安全保障及び地球温暖化対策をどう
確保すればよいのか。

―　省エネと再エネが自律的に拡大する仕組みをどう実現していくのか。
―　原子力というゼロエミッション電源への依存度を下げながら、どう温室効果ガスの排出削減を進めて行くべきか。

○　東日本大震災や福島第一原発事故を契機とするエネルギー需給の逼迫は、すべてのエネルギー需要家の行動を変え、様々な可能性を
明らかにした。

○　「創エネ」、「省エネ」、「蓄エネ」等の技術の結集、融合を進め、需要家や地域が自発的にエネルギー選択に参加できるような新たな
エネルギーシステムを築くことにより、望ましいエネルギーミックスと地球温暖化対策を実現するという発想で臨む。こうした取組を
地域の再生や世界的な課題解決への貢献につなげていく。

―　「創エネ」、「省エネ」、「蓄エネ」など需要家自らの投資によって需給を安定化できる可能性が明らかに
―　需要家が主体的にエネルギー源を選択することで、供給構造をも変革していくことができるとの見方が拡大
―　地域主体のローカルなネットワーク構築が危機管理・地域活性化の両面からも有効との見方が拡大　等

資料：「基本方針〔概要〕～エネルギー・環境戦略に関する選択肢の提示に向けて～」（平成23年12月21日エネルギー・環境会議）より環境省作成

選択肢の提示に向けた基本的な姿勢
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第2節　低炭素社会の実現に向けた我が国の取組

（2）再生可能エネルギーに関する先進的な技術
～クリーンな電気を「つくる」技術～

再生可能エネルギーの導入に当たっては、各地域に
ある再生可能エネルギーのポテンシャルをどのように
引き出すかが重要となります。

我が国の地政学的条件を見てみると、国土の面積の
うち平地の占める割合が低く、急峻な地形が多いこと
が特徴として挙げられます。一方で、我が国は四方を
海に囲まれており、排他的経済水域が世界第6位の海

洋国です。これらの条件を考慮した上で、我が国にお
ける再生可能エネルギーのさらなる導入を考えた場合、
大きなポテンシャルを有する洋上風力発電について検
討や実証を進めていくことが効果的であると考えられ
ます。

洋上風力発電については、水深が浅い海域に対応可
能な着床式と深い海域に対応可能な浮体式の2つに分
類できます。我が国は、遠浅の海が少なく、また、外
洋では風を遮るものが無いことから、陸上や陸地に近
い洋上よりも強く安定した風力が利用できるため、浮

長崎県五島市椛島
Kabashima Island

椛島

伊福貴町

本窯町ツブラ島

鷹ノ巣崎
天見ヶ浦

大小瀬

本窯漁港

伊福貴漁港

長崎県

五島市

椛島

長崎県

56.7m

ハブ
高さ
54m

全長
170m

B787全長
の約3倍に
相当

海底から
約20m

直径80m直径22m

実証機
小規模
試験機

ハブ
高さ
23m全長

70m

海底から
約60m

資料：環境省

仏崎

長崎県五島市椛島沖に設置・運転予定の浮体式洋上風力発電の試験機と実証機

カーボンラミネート
カーボンサンドイッチ
ファイバーグラス
アルムニウム
チタニウム
アルミニウム・スチール・チタン

複合材
アルミニウム
チタニウム
スチール
その他

ボーイング787・ドリームライナー 機体を構成する素材の割合

資料：全日本空輸株式会社

複合材
50％

その他
5％

スティール
10％

チタニウム
15％

アルミニウム
20％

ボーイング787と炭素繊維複合材の使用率
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第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

体式は着床式よりも大きなポテンシャルを有していま
す。
こうした背景を踏まえ、環境省では平成22年度より、

我が国初となるフルスケール（2MW）の浮体式洋上風
力発電機1基を設置・運転する実証事業を開始してい
ます。平成22年12月に長崎県五島市椛島沖を実証海域

として選定しており、平成24年度には100kWの風車
を搭載した小規模試験機の設置・運転を行い、平成25
年度からは実証機の運転を開始します。最終的には、
平成28年度の民間ベースでの事業化につなげることを
目指しており、それに向けて必要な知見を得ることと
しています。

5　途上国への支援による低炭素社会の実現に向けた我が国の貢献

（1）クリーン開発メカニズム（CDM）による
我が国の国際貢献

京都議定書においては、国別の約束達成に係る柔軟
措置として、他国における温室効果ガスの排出削減量
及び吸収量並びに他国の割当量の一部を利用できる京
都メカニズム（共同実施：JI、クリーン開発メカニズム：
CDM、国際排出量取引）の活用が認められています。
CDMは、民間企業等が途上国で排出削減又は吸収
事業を実施し、その結果生じた排出削減量又は吸収量
を京都議定書に規定する「認証された排出削減量：
CER」として獲得できる仕組みです。事業実施を通じて、
途上国に対する技術・ノウハウの移転が期待されるた
め、国際貢献としての側面もあります。
我が国は、日本企業等が参加するCDM事業について、

平成23年12月末までに計725件を承認しており、その
うち475件が国連に正式登録されています。我が国の
CDMプロジェクトの実績としては、例えば、稲作の
盛んなカンボジアでは大量に排出される籾殻を燃料と
して活用したバイオマス発電所を建設し、地域の電力
をクリーンな電気でまかなっています。
しかし、CDMにも課題があり、以下のような指摘

があります。例えば、プロジェクトの企画、DOEによ
る審査、CDM理事会による審査及び登録、実際のク
レジットの発行にいたるまでには、長い期間を要して
しまいます。また、相応の審査期間と費用を必要とす
るため、事業者のリスク軽減の観点から、削減量が多
く見込まれる経済規模の大きな国（中国やインド等）で
のプロジェクトに集中している実情があります。

資料：IGES資料より環境省作成

⑴
CDM

プロジェクトの
計画策定

⑵
プロジェクト設計書
（PDD）の作成

⑶
ホスト国を含む
関係締約国による

承認

⑷
プロジェクトの
バリデーション
（妥当性確認）

⑸
プロジェクトの登録

⑹
モニタリング

⑺
CERの検証・認証

⑻
CERの発行

⑼
CERの分配

CDMのステップ

写真：三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社

CDMプロジェクトの導入事例
（カンボジアの籾殻バイオマス発電施設）
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第2節　低炭素社会の実現に向けた我が国の取組

CDMの枠組みを活かした途上国支援の事例

近年、途上国では人口の増加や経済の発展などに
伴い、環境問題が顕在化しています。特にアジアで
は中国、インド、東南アジア諸国を中心に経済発展
による都市化・工業化などが進み、公害問題や温室
効果ガスの大量排出などが深刻な問題となっていま
す。かつて、日本も高度経済成長に伴う公害問題に
直面し、それを乗り越えてきた歴史があるため、途
上国での環境問題の解決に向け、日本の国際支援に
対する期待が一層高まっています。
こうした現状を踏まえ、我が国では、途上国の大
気汚染、水質汚濁、廃棄物処理などの問題への対処
と、同時に温室効果ガスの排出削減対策とを同時に
推進する手法であるコベネフィット（共通便益）型の
取組を支援しています。
例えば、CDMの枠組みを活用したタイのエタノ
ール工場排水からのバイオガス回収・発電事業が挙

げられます。従来、工場の排水は嫌気性オープンラ
グーン（処理池）で処理されていたため、高い温室効
果を持つメタンガスが大量に大気中に放出されてい
ました。そのため、日本からの支援により、嫌気性
発酵槽を設置し、あわせてメタンガスを回収・燃焼
するバイオガス発電装置を導入し、排水を処理する
ことで、水質や悪臭の改善、メタンガスの大気放出
の抑制を図りました。この事業によって発生する排
出削減クレジットの1/2が日本に移転されることに
なっています。
以上は一例ですが、我が国の環境技術の海外展開
を図り、地球温暖化対策分野などにおいて国際的な
イニシアティブを発揮するためにも、引き続き、途
上国における積極的な取組の推進を図る必要があり
ます。

資料：環境省

メタンガス回収

メタンガス
発電利用 嫌気性発酵槽

エタノール工場

グリッドへ売電

排液

タイのエタノール工場から出る排液を用いた発電用バイオガス事業の概要図
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第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

（2）二国間オフセット・クレジット制度

我が国は、CDMを含む現行の京都メカニズムを補
完する新たなメカニズムとして、日本の優れた低炭素
技術・インフラ及び製品の提供等を通じた海外におけ
る温室効果ガスの排出の抑制等への貢献を適切に評価
する二国間オフセット・クレジット制度の導入を提案
しています。

平成22年以降、アジアを中心とした途上国と協議を
進めており、インドやベトナム、メコン諸国との間では、
同制度の構築に向けた具体的な協議を進めてく旨、首
脳級の共同声明でも言及されています。また、インド
ネシアとの間でも同制度の構築に向けた協議を拡大し
ていく旨、政治文書を発出しています。

平成23年末、南アフリカ・ダーバンで開催された
COP17において、市場メカニズムを含む各国の国情

に応じたさまざまな手法の検討を行うことが決定され
ており、二国間オフセット・クレジット制度は、こう
した手法の一つとして位置づけられることが期待され
ています。

第3節　我が国に眠る地上資源の発掘・活用

1　我が国に眠る地上資源

　鉱山から採掘できる天然資源には限りがあり、場合
によっては、十数年のうちにもこれまで経験したこと
のない早さや規模で資源の枯渇に直面するおそれも生
じています。また、鉱物資源の採掘に伴い様々な環境
問題が発生しています。加えて、精密機器の必需品で
ある貴金属・レアメタルの安定供給も大きな課題とな
っています。他方で、我が国に存在する様々な使用済
製品の中には、原材料として使用した有用な金属資源
が多く含まれています。そこから、金属資源を回収し、
再利用することができれば、新たに鉱山から採掘する
天然資源の投入量を抑制することができます。

独立行政法人物質・材料研究機構では、地上資源と

して、我が国にどれだけの金属資源が存在するのか、
推計する研究が行われています。その推計結果によれ
ば、我が国に蓄積されている金属資源（地上資源）の量
は、鉄12億トン、銅3,800万トン、銀6万トン、金
6,800トン、レアメタルであるタンタル4,400トン、リ
チウム15万トンとなっています。これを、世界全体の
現埋蔵量に占める割合で考えると、鉄1.62％、銅8.06
％、銀22.42％、金16.36％、タンタル10.41%、リチ
ウム3.83％となります。

この数値には、現在まだ使用中の製品、廃棄物とし
て埋められたものなど、直ちに資源を回収することが
できないものも多く含まれていることに留意する必要

タ
ン
タ
ル

リ
チ
ウ
ム

金銀銅鉄

我が国の都市鉱山蓄積

出典：独立行政法人物質・材料研究機構　報道発表資料
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世界の埋蔵量に対する我が国の「地上資源」の比率
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我が国の都市鉱山の蓄積量と世界の埋蔵量に対する我が国の都市鉱山の比率

日本

資料：環境省

日本の削減目標
達成に活用

相手国

排出削減・
吸収量

削減・
吸収活動

排出削減・吸収量

技術・製品・システム・
サービス・インフラ等

温室効果ガス排出削
減・吸収効果を定量
評価し、適切な測定・
報告・検証を実施

二国間オフセット・クレジット制度の概要
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第3節　我が国に眠る地上資源の発掘・活用

がありますが、総量として、我が国に眠っている地上
資源は、海外の大鉱山に匹敵する大きなポテンシャル
を有しているといえます。

それでは、これらの大量の地上資源について、現時
点で我々はどの程度有効活用できているのでしょうか。
平成21年に再生利用されずに処分場に埋め立てられた
金属系廃棄物の量は、一般廃棄物で約53万トン（発生

量の約34％）、産業廃棄物で約23万トン（発生量の約3
％）となっています。このほか、使われないまま家庭
で保管（退蔵）されている製品も、相当数あり、携帯電
話（約5割）、ビデオ・DVDプレイヤー（約3割）、携帯
音楽プレイヤー（約4割）といった小型電子機器の退蔵
率が高いとの調査結果も出ています（環境省調査）。

2　使用済小型電子機器等を対象とした新たなリサイクル制度

　我が国においては、大型の家電製品については、家
電リサイクル法に基づくリサイクル、あるいは製造者
による自主的回収が積極的に行われ、有用金属のリサ
イクルが行われています。

他方で、安定的にリサイクルが行われていないゲー
ム機などの使用済小型電子機器等の中にもレアメタル
を含む有用金属が含まれています。
　使用済小型電子機器等に関する統計は整備されてい
ませんが、環境省では、1年間で使用済みとなり廃棄
等が行われる小型電子機器等は65.1万トンであり、そ
のうち有用金属は、27.9万トン（金額換算すると844億
円）になると推計しています。また、1年間で使用済み
となる小型電子機器等に含まれている金属の推計量と、
1年間で新たに製品製造時に使用される国内需要量と
を比較したのが図「使用済小型電子機器中の有用金属
含有物と国内需要量の比較」です。金属別にみると、
タンタル（対国内需要量比9.4％）、金（対国内需要量比
6.4％）、銀（対国内需要量比3.7％）などについては、
使用済小型電子機器等の回収・リサイクルを行うこと
により、新たな天然資源投入量を抑制する一定の効果
が見込まれることが分かります。

EUなどでは、使用済小型電子機器等について、有
用金属が多く含まれることを考慮し、すでに制度的に
リサイクルが行われています。
　我が国でもこの使用済小型電子機器等に着目し、環
境省と経済産業省が協力して、平成20年度から回収モ
デル事業を実施しています。モデル事業を実施した地
方公共団体からは、採算性を高めるためには小型電子
機器等を広域的に収集運搬することが不可欠であり、
廃棄物を収集運搬する際に必要となる廃棄物処理法に
基づく許可を不要とすること等の規制緩和を講じるべ
きとの意見が出されました。
　また、小型電子機器等から回収された有用金属の取
引価格は、その金属資源の需給状況や比較対象となる
天然資源の取引価格によって、大きく変動する可能性
があります。市町村がコストをかけて小型電子機器等
を回収しても、市況変化を理由にリサイクル事業者が
引取りを拒否することが簡単にできてしまうのであれ
ば、多くの市町村が制度に参加することを躊躇するも
のと考えられます。
　これらを踏まえ、政府は、新法として、「使用済小
型電子機器等の再資源化の促進に関する法律案（小型

※「－」は、データがないため算定していないことを示す（含有なしを意味するものではない）。パソコンにはデスクトップ型パソコン、
ノート型パソコンを含む。
資料：環境省

94,291,000
4,002,000
1,763,000
251,000
489,000
1,870
166
7,666
360
4,000
7,000
16,260
682
131

鉄（Fe）
アルミニウム（Al）
銅（Cu）
鉛（Pb）
亜鉛（Zn）
銀（Ag）
金（Au）
アンチモン（Sb）
タンタル（Ta）
タングステン（W）
ネオジム（Nd）
コバルト（Co）
ビスマス（Bi）
パラジウム（Pd）

国内需要量
（トン）

230,105
24,708
22,789
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649
68.9
10.6
117.5
33.8
33.0
26.4
7.5
6.0
4.0

量（トン）
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1.3％
0.3％
0.1％
3.7％
6.4％
1.5％
9.4％
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0.0％
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小型電子機器
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使用済小型電子機器中の有用金属含有物と国内需要量の比較
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第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

電子機器等リサイクル法案）」を平成24年3月9日に国
会に提出しました。
　図「小型電子機器等リサイクル法案の概要」は小型電
子機器等リサイクル法に基づくリサイクルの流れを示
したものです。市町村が回収した使用済小型電子機器
等は、環境大臣及び経済産業大臣の認定を受けた事業
者（認定事業者）に引き渡され、有用金属の回収・リサ
イクルが行われます。安定的なリサイクルを行う観点
から、認定事業者は、市町村から引取りを行うことを
求められた際には、正当な理由がない限り、これに応
じる義務があります。

小型電子機器等リサイクル法案に基づき、認定事業
者が使用済小型電子機器等の収集・運搬を行おうとす
るときは、廃棄物処理法に基づく許可を不要とするほ
か、施設整備に必要な資金を調達する際に産業廃棄物
処理事業振興財団の債務保証を受けることができるよ
うになります。

以上のように、小型電子機器等リサイクル法案は、
誰かに義務を課すタイプの制度ではなく、リサイクル
の環への参加を促すタイプの制度となっています。こ

のため、住民、市町村、リサイクル事業者といった、
地域内の関係者が積極的に協力することが必要不可欠
であり、リサイクルが地域内で上手くまわるよう、個々

の高い環境意識が「地域力」として結集することが強く
期待されます。

製造・販売

国民 自治体
回収 集積所 中間処理施設 金属製錬

循環利用
排出

回収
引渡し

静脈物流

引渡し 中間処理

認定申請

認定、
指導・助言等

金属回収

製造業者（メーカー）の責務

資料：環境省

・設計、部品、原材料の工夫により再資源化費用低減
・再資源化により得られた物の利用

小売業者の責務
・消費者の適正な排出を確保するた
めに協力

国の責務
・必要な資金の確保
・情報収集、研究開発の推進
・教育、広報活動

市町村の責務
・分別して収集
・認定事業者への引渡し

消費者の責務
・分別して排出

回収ボックス or 資源ゴミの
新区分 or ピックアップ

※各市町村の特性に合わせて回収方法を選択

認定事業者
・再資源化のための事業を行おうとする者は、再資源化
事業の実施に関する計画を作成し、主務大臣の認定
を受けることができる。

・再資源化事業計画の認定を受けた者又はその委託を受
けた者が使用済小型電子機器等の再資源化に必要な
行為を行うときは、市町村長等の廃棄物処理業の許
可を必要とする。

・収集を行おうとする区域内の市町村から分別して収集
した使用済小型電子機器等の引取りを求められたと
きは、正当な理由がある場合を除き引き取らなけれ
ばならない。

国
・再資源化事業計画の認定
・再資源化事業計画の認定を
受けた者に対する指導・助
言、報告徴収、立入検査

・認定の取消し

小型電子機器等リサイクル法案の概要

鉱石 52.8kg

基板1枚 140g

約15cm

約30cm

約1mm

拡大

金 48mg（200円相当）が含有

＝

出典：九州大学総合研究博物館ホームページ
　　　独立行政法人産業技術総合研究所ホームページ

都市鉱山からの金の採掘イメージ

76

074-083_責）環境白書1-4-概要_友.indd   76 12/05/17   15:05



第3節　我が国に眠る地上資源の発掘・活用

循環資源の国内活用を推進するための国民運動
「活かそう資源プロジェクト」

環境省では、「日本のごみを日本の財産に」の掛け
声とともに、再生された循環資源を活用した製品の
質の高さや二酸化炭素削減効果などの社会的有用性
等を広く国民に伝え、そうした循環資源を活用した
製品の普及推進を通じて、国内での循環資源の利活
用を促進する国民運動「活かそう資源プロジェクト」
を平成24年3月より展開しています。

循環型社会の構築のためには、再生された循環資
源を活用した製品の需要拡大を推進していくことが
重要です。これまで、さまざまな事業者によって循
環資源を活用した製品の商品化がなされてきました
が、売れ行きが伸びず生産終了となる商品も少なく
なく、そうした循環資源を活用した製品の需要が拡
大される状況にはいたっていないのが現状です。そ
の原因にはさまざまなことが挙げられますが、循環
資源を活用した製品の需要がそれほど伸びず、それ
により供給側が生産を減少し、さらにそれが需要を
停滞させているという指摘もあり需要と供給の問題
があることが指摘されているのも事実で、そうした
問題解決に向け国が支援を行うことも、循環資源を
活用した製品の需要拡大を図っていく上で重要であ
ると考えています。「活かそう資源プロジェクト」は、
このような問題認識から立ち上げられた運動で、国

が旗振り役となり、多くの企業の賛同を求め企業と
消費者をつなぎ、循環資源の活用推進に向けた好循
環をつくり出す国民運動です。

具体的には、廃棄物を国内で中間処理することに
より産出される資源を「国産循環資源」と位置づけ、
①ホームページや各種イベント等を通じて広く国民
に向け、国産循環資源を活用した製品の有用性等の
情報を発信するとともに、②資源化などの廃棄物の
適正処理を行うことができる優良な廃棄物処理業者
の情報を分かりやすく提供できるシステム「優良産
廃ナビゲーションシステム（優良さんぱいナビ）」を
構築運営し、③廃棄物排出業者と廃棄物処理業者の
協業づくりの場（コンソーシアム）を設置運営し未利
用循環資源の活用促進に向けた基盤づくりを行って
いきます。

資源を大事に使う持続可能な循環型社会の構築に
向け、企業の皆様には循環資源を活用した製品の製
造やそうした情報の積極的な公表を促しつつ、国民
の皆様には、循環資源の活用推進に向け具体的な4
つのアクションを呼びかけていきますので、是非、

「活かそう資源プロジェクト」にご参加ください。
詳しくはこちらまで　http://ikashigen.go.jp

◆私たちにできる4つのアクション

◆キックオフの様子

活かそう資源プロジェクト！

私たちにできる
4つのアクション

日本には、再資源化できるごみがたくさん眠っていることを知ろう！1．くわしく知ろう！

再資源化された素材を使った商品を賢く選ぼう！2．しっかり選ぼう！

再資源化のことまで考えて、一人ひとりが正しく分けて処理しよう！3．きちんと分けよう！

再資源化に積極的に取り組む企業や団体を応援しよう！4．みんなで応援しよう！

2012年3月、国産循環資源の活用を推進するリー
ディングカンパニーを副大臣室に招き、本プロジェ
クトのキックオフを実施。

2012年3月、キックオフ記念イベント（ミー
ティング、パネル・商品展示、ワークショップ）
をエコッツェリア（新丸ビル10F）で開催。

東京造形大学とのコラボレー
ションによる産業廃棄物を使っ
たアートリサイクルボックス

資料：環境省

循環資源の国内活用を推進するための国民運動「活かそう資源プロジェクト」
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第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

第4節　愛知目標の達成に向けた世界への貢献

1　愛知目標

2002年（平成14年）のCOP6において、「生物多様性
の損失速度を2010年までに顕著に減少させる」という

「2010年目標」を含む戦略計画が採択され、この目標
の達成に向けた努力が世界各地で行われてきました。
しかし、上述のGBO3により「2010年目標は達成され
ず、生物多様性は引き続き減少している」と結論付け
られました。

全世界が危機感を共有する中、2010年目標の目標年
に あ た る2010年（ 平 成22年 ）10月 に 開 催 さ れ た
COP10では、目標の空白期間を生じさせることなく、
2011年以降の新たな世界目標である「生物多様性戦略
計画2011-2020及び愛知目標」が採択されました。生
物多様性戦略計画2011-2020及び愛知目標は、2050
年までの長期目標（Vision）として「自然と共生する世
界」の実現、2020年までの短期目標（Mission）として

「生物多様性の損失を止めるために効果的かつ緊急な
行動を実施する」ことを掲げています。あわせて、短
期目標を達成するため、5つの戦略目標と、その下に
位置づけられる2015年又は2020年までの20の個別目

標を定めています。なお、「愛知目標」という言葉は正
式には20の個別目標を指しますが、慣例的に「生物多
様性戦略計画2011-2020及び愛知目標」全体を指すも
のとして使われているため、これ以降の記述では、「愛
知目標」と記載することで便宜的に「生物多様性戦略計

資料：環境省

○「自然と共生する（Living in harmony with nature）」世界
○「2050年までに、生物多様性が評価され、保全され、回復され、そして賢明に利用され、それによって生態系サービスが保持され、
健全な地球が維持され、すべての人々に不可欠な恩恵が与えられる」世界

■ 長期目標　（Vision）　＜2050年＞

◇これは2020年までに、抵抗力のある生態系とその提供する基本的なサービスが継続されることを確保。その結果、地球の生命の多様
性が確保され、人類の福利と貧困解消に貢献。

目標1：人々が生物多様性の価値と行動を認識する。
目標2：生物多様性の価値が国と地方の計画などに統合され、適

切な場合には国家勘定、報告制度に組込まれる。
目標3：生物多様性に有害な補助金を含む奨励措置が廃止、又は

改革され、正の奨励措置が策定・適用される。
目標4：すべての関係者が持続可能な生産・消費のための計画を

実施する。
目標5：森林を含む自然生息地の損失が少なくとも半減、可能な

場合にはゼロに近づき、劣化・分断が 顕著に減少する。
目標6：水産資源が持続的に漁獲される。
目標7：農業・養殖業・林業が持続可能に管理される。
目標8：汚染が有害でない水準まで抑えられる。
目標9：侵略的外来種が制御され、根絶される。
目標10：サンゴ礁等気候変動や海洋酸性化に影響を受ける脆弱

な生態系への悪影響を最小化する。

目標11：陸域の17%、海域の10%が保護地域等により保全さ
れる。

目標12：絶滅危惧種の絶滅・減少が防止される。
目標13：作物・家畜の遺伝子の多様性が維持され、損失が最小

化される。
目標14：自然の恵みが提供され、回復・保全される。
目標15：劣化した生態系の少なくとも15%以上の回復を通じ気

候変動の緩和と適応に貢献する。
目標16：ABSに関する名古屋議定書が施行、運用される。
目標17：締約国が効果的で参加型の国家戦略を策定し、実施す

る。
目標18：伝統的知識が尊重され、主流化される。
目標19：生物多様性に関連する知識・科学技術が改善される。
目標20：戦略計画の効果的実施のための資金資源が現在のレベ

ルから顕著に増加する。

■ 短期目標　（Mission） ＜2020年＞
　 生物多様性の損失を止めるために効果的かつ緊急な行動を実施する。

■ 個別目標 （Target）

生物多様性戦略計画2011-2020（愛知目標）

転換点の概念図

変化した状態

健全な状態

多様性の減少
生態系サービスの低下
人間の福利の低下

回復力を向上
させる取組

変化後

現在

圧力

出典：生物多様性条約事務局「地球規模生物多様性概況第3版
（GBO3）」

転換点
（Tipping point）
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第4節　愛知目標の達成に向けた世界への貢献

画2011-2020及び愛知目標」全体を表すこととします。
　生物多様性の損失を止め、臨界点を回避するばかり
ではなく、生物多様性を回復し、健全な状態で将来世
代に引き継ぐためには、愛知目標が達成されなければ
なりません。2010年（平成22年）12月に開催された第
65回国連総会では、愛知目標の達成に貢献するため、
2011年（平成23年）から2020年（平成32年）までの10
年間を、国際社会のあらゆるセクターが連携して生物
多様性の問題に取り組むべき重点期間として「国連生
物多様性の10年」とすることを採択しました。
　我が国は、本年10月8日から19日までの日程でハイ

デラバード（インド）において開催されるCOP11の開
会まで、COP10議長国を務めます。我が国は、議長
国と締約国の両方の立場から、愛知目標の達成に向け
て、生物多様性国家戦略の改定に取り組む等国内施策
の充実を図ることはもちろんのこと、途上国の能力養
成等を支援するとともに、我が国で古くから培われて
きた自然との共生の考え方を基に提唱したSATOYAMA
イニシアティブを推進する等、積極的に国際貢献を行
っています。我が国の国際貢献について、次項以降で
詳しく説明します。

2　支援の取組

（1）いのちの共生イニシアティブ

COP10で採択された愛知目標に基づき、今後は各
国において、生物多様性国家戦略の改定をはじめとし

た、目標達成のためのさまざまな取組を着実に積み重
ねていくことが求められています。ところが途上国で
は、科学的な知見や知識・経験の不足、また政府内で
生物多様性の重要性に関する理解が浸透していないこ

ヨーロッパ地域
（2011年4月、ドイツ、
2011年6-7月、スイス）

カリブ海地域
（2011年10月、
グレナダ）

西アフリカ地域
（2011年5月、セネガル）

北アフリカ・中東地域
（2011年5月、レバノン）

中・東欧地域
（2011年12月、ベラルーシ）

中央アジア地域
（2011年10月、トルコ）

東アフリカ地域
（2011年6月、ルワンダ）

南・東南・東アジア地域
（2011年5月、中国、
2011年12月、インド）

大洋州地域
（2011年10月、フィジー）

南アフリカ地域
（2011年3月、ボツワナ）

中央アフリカ地域
（2011年6月、
コンゴ民主共和国）南米地域

（2011年7月、
エクアドル）

中米地域
（2011年11-12月、
コスタリカ）

資料：環境省

生物多様性日本基金を活用した国家戦略改定支援ワークショップの開催状況（2011年）
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第1部│第4章　世界をリードするグリーン成長国家の実現に向けて平成23年度

と等により、取組が遅れているという現状があります。
　このため、COP10ハイレベルセグメント（閣僚級会
合）において、菅総理大臣（当時）は愛知目標の達成に
向けた途上国の努力を支援することを目的とした「い
のちの共生イニシアティブ」を表明しました（2010年
から3年間で総額20億ドルを支援）。このイニシアティ
ブを通じて、日本型の国立公園管理手法を活用した保
護区の管理能力の向上、SATOYAMAイニシアティブ
と連携した持続可能な自然資源の利用、微生物の保全・
培養能力の構築といった遺伝資源へのアクセスと利益
の配分などの分野で支援を行い、愛知目標の達成に向
けた国際貢献を進めています。

（2）生物多様性日本基金

「生物多様性日本基金」は、「いのちの共生イニシア
ティブ」の一環として、COP10で議長を務めた松本環
境大臣（当時）から表明されました。この基金の目的は、
生物多様性条約事務局を通じて、愛知目標の達成に向
けた、途上国の能力養成を支援することです。条約事
務局内に基金を創設し、我が国から平成22年度及び23
年度にそれぞれ10億円と40億円の拠出を行いました。
　愛知目標を達成するためには、各締約国において愛
知目標を踏まえた国別目標の設定を行い、生物多様性
国家戦略に組み込んでいくことにより、国レベルで生

物多様性関連施策を強化していくことが最も重要な課
題となっています。これを受けて、生物多様性日本基
金を活用し、主に途上国を対象として、生物多様性国
家戦略の改定作業を支援する能力養成事業が進められ
ています。2011年3月からこれまでに、世界各地で地
域別の能力養成ワークショップが計15回開催され、延
べ162カ国の締約国から650名以上の政府担当者が参
加しました。

（3）名古屋議定書実施基金

世界各地の遺伝資源は、医薬品や機能性食品、化粧品、
育種、その他の研究開発等に幅広く利用されており、
人類の福利の向上に貢献しています。遺伝資源が、そ
れを保有する国（主として途上国）から利用したいと考
える国（主として先進国）の企業や研究者に円滑に提供
され、その遺伝資源を用いて開発された製品の販売等
から得られた利益を提供国に適切に配分し、提供国の
生物多様性の保全や持続可能な利用に役立てる仕組み
をABS（遺伝資源へのアクセスと利益配分、Access 
and Benefit-Sharing）といいます。

COP10では、ABSに関する名古屋議定書が、長年
の交渉の末、愛知目標と並び採択されました。また、
愛知目標においても、個別目標の16として、2015年
までに名古屋議定書を各国で施行することが盛り込ま

※PIC: Prior Informed Consent       MAT: Mutually Agreed Terms

利用国 提供国

利用者

研究・開発
商業開発

権限ある国内当局

提供者

生物多様性の保全・持続可
能な利用、貧困削減など

アクセス申請

許可

利益配分
遺伝資源の共同探索・採取

共同研究（研究成果の共有・教育訓練 etc）

金銭的利益配分

契約

相互に合意する条件（MAT※）

アクセスの確保

遺伝資源の採集

事前の情報に基づく同意 (PIC※)

資料：環境省

ABS（遺伝資源へのアクセスと利益配分）の仕組みの概要
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第4節　愛知目標の達成に向けた世界への貢献

れました。ABSについては、生物多様性条約において
も三つの目的の一つとして掲げられ、基本的な仕組み
が定められていますが、名古屋議定書はその実施のた
めに必要な提供国及び利用国のとるべき具体的な措置
を規定したものです。しかし、特に途上国においては、
名古屋議定書に対応した国内制度の構築や、ABSの取
組への原住民等の社会や利害関係者の参加促進、遺伝
資源の保全や持続的な利用のための能力構築や普及啓
発が必要とされています。

このため、我が国は、COP10期間中に、ABSに係
る途上国支援のために10億円を拠出することを表明し
ました。これを受け、2011年（平成23年）3月17日に、
名古屋議定書の早期発効及び効果的な実施を目的とし
た名古屋議定書実施基金（NPIF）が世界銀行に設立さ
れ、同年4月27日に我が国からの拠出を行いました。
NPIFは地球環境ファシリティ（GEF）によって運営さ
れています。同年5月24日～26日に開催された第40回
GEF評議会では、我が国からの提案や評議会からの意
見を踏まえ、NPIFに関する支援活動内容、プロジェ
クトや資金管理の仕方、作業計画等が承認されました。
支援活動内容は、①ABS国内制度の発展、②民間セク
ターの参画や遺伝資源の保全等への投資の促進、③遺
伝資源に関連する伝統的知識への適正なアクセスを確
保するための原住民等の社会の能力構築、④普及啓発、
⑤知識と科学的基盤の強化、の5項目となっています。

また、資金拠出については、各国政府に限らず、民間
セクターからも受け入れることとしました。

2011年（平成23年）12月13日には、NPIFの第1号
プロジェクトが承認されました。同プロジェクトでは、
パナマにおいて、ガン等に対して治療効果のある化合
物の発見、有効な化合物の発見と生物多様性の持続可
能な利用を推進する技術の移転、遺伝資源のある保護
区の保全や関連研究所の能力構築を通じた利益配分、
ABS国内制度の構築を実施する予定です。実施主体は、
パナマ環境庁（ANAM）、科学・先端技術サービス調査
機関（INDICASAT）、パナマ大学、スミソニアン熱帯
研究機関、国連開発計画（UNDP）、エーザイ・インク

（エーザイ株式会社の米国子会社）等で構成される産官
学連携プロジェクトとなっています。

NPIFは、遺伝資源を利用した製品共同開発、遺伝
資源の持続可能な利用や評価・保存、遺伝資源が多く
存在する生息域の保全、遺伝資源に関連する伝統的知
識の情報のデータベース化と有効利用等、途上国にお
ける幅広いプロジェクトに活用できる可能性がありま
す。今後も、パナマのプロジェクトのように、国や国
際機関、民間セクター等の多様な主体によるNPIFの
活用あるいはNPIFへの拠出等の積極的な参画によっ
て、遺伝資源の保全や持続可能な利用が促進されると
ともに、名古屋議定書の早期発効及び効果的な実施に
貢献することが期待されます。

4　日本から世界への発信　～SATOYAMAイニシアティブ～

人々の暮らしや生物多様性を守るためには、原生的
な自然環境だけでなく、農業や林業などの人の営みを
通じて形成・維持されてきた二次的な自然環境の保全
も重要です。こうした自然環境にはそれに適応した多
様な生物が生息・生育しており、生物多様性の保全上
重要な役割を果たしています。これらの生物は、都市化、
産業化、地域の人口構成の急激な変化等により、世界
の多くの地域で危機に瀕しています。

我が国においても、里地里山の管理や再活性化は、
過疎化や地域に基盤を有する一次産業の衰退が進む中
で長年取り組んできている課題です。人と自然との共
生というビジョンを実現していくためにも、我が国は
二次的な自然環境における生物多様性の保全とその持
続可能な利用の両立を目指す「SATOYAMAイニシア
ティブ」を国連大学とともに主唱し、諸外国や関係機
関と問題意識を共有しつつ、世界規模で検討し、取組
を進めています。

SATOYAMAイニシアティブを推進していくために、
COP10期間中の2010年（平成22年）10月19日に発足
した「SATOYAMAイニシアティブ国際パートナーシ
ップ（以下、「IPSI」という）」は、2012年（平成24年）3
月13日から14日に開催されたIPSIの第2回定例会合に
おいて、9カ国の政府機関を含む51団体から16カ国の

政府機関を含む117団体に増加しました。
　IPSIでは、SATOYAMAイニシアティブの理念に基
づいた具体的な取組を進めていくために、定例会合の
ような参加団体間の情報共有だけでなく、協力活動の
促進を行っています。2012年（平成24年）3月現在、
IPSIの協力活動は22件になります。

SATOYAMAイニシアティブの概念構造

資料：環境省

長期目標：
自然共生社会

環境容量・
自然復元力の
範囲内での
利用

自然資源の
循環利用 地域の伝統・

文化の価値と
重要性の認識

多様な主体の
参加と協働

社会・経済
への貢献

1．多様な生態系のサービスと価値の
確保のための知恵の結集

2．伝統的知識と近代科学の融合
3．新たな共同管理のあり方の探求

3つの行動指針：

5 つ の 視 点
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例えば、協力活動の一つとして、我が国、生物多様
性条約事務局、国連開発計画（UNDP）、国連大学

（UNU）との間で、「SATOYAMAイニシアティブ推進
プ ロ グ ラ ム 」（Community Development and 
Knowledge Management for the Satoyama 
Initiative、略称：COMDEKS）を平成23年6月24日に
立ち上げました。途上国を対象に、地域コミュニティ
による社会生態学的生産ランドスケープの維持・再構
築のための現地活動を支援するとともに、その現地活

動の成果に関する知見を集約・発信していきます。当
プログラムは、SATOYAMAイニシアティブの理念に
基づいた現地活動への支援を地球規模で展開する最初
のプログラムであり、危機的な状況にある世界各地の
二次的な自然環境の維持・再構築を通じ、生物多様性
の保全とその持続可能な利用、さらに、そこに暮らす
人々の生活の向上に貢献できると考えています。

また、地球環境ファシリティ（GEF）事務局と我が
国の間では、2011年（平成23年）12月にSATOYAMA
イニシアティブに関する協力覚書の署名を行い、GEF
第5フェーズの生物多様性戦略の下、SATOYAMAイ

写真：環境省

東日本大震災復興支援シンポジウム─里海・里地・里山
の復興をめざして─

写真：環境省

GEFとのSATOYAMAイニシアティブに関する協力覚
書の署名式

SATOYAMAイニシアティブ
推進プログラム（COMDEKS）

国連
開発計画

生物多様性
条約事務局 日本政府 国連大学

高等研究所

生
物
多
様
性
の
保
全
と
地
域
住
民
の
生
活
の
向
上

世
界
各
地
の
二
次
的
自
然
環
境
の
維
持
・
再
構
築

SATOYAMA
イニシアティブ
国際パートナー
シップ（IPSI）の
協力活動の成果
として発信又は
研修に活用

・活動の徹底的評価

・グッド・プラクティス
の共有

・コミュニティの能力開
発の促進

草の根非政府組織

地域社会団体A国

先住民族団体ほか

草の根非政府組織

地域社会団体B国

先住民族団体ほか

草の根非政府組織

地域社会団体C国

先住民族団体ほか

小規模無償プログラム
（例、GEF-SGP）

資料：環境省

コミュニティ
支援スキーム

知見の
集約・発信

SATOYAMAイニシアティブ推進プログラム（CDMDEKS）のしくみ
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第4節　愛知目標の達成に向けた世界への貢献

ニシアティブに関連した中規模や大規模を含むプロジ
ェクトに対する支援の促進、連携活動の機会の探求等
を実施することとしました。

さらに、平成23年3月11日に発生した東日本大震災
で被災した東北沿岸地域における、里山、里地、里海
の連環を通じた地域再生の可能性について議論し、地
域の方々による復興に向けた取組に寄与することを目
的とするシンポジウム「東日本大震災復興支援シンポ
ジウム－里海・里地・里山の復興をめざして－」を同
年8月5日に開催しました。

このようなIPSIのメンバーの拡大及び協力活動の活
発化に伴い、SATOYAMAイニシアティブの一層の推
進が期待されます。我が国は、東日本大震災で被災し
た東北沿岸地域の里山、里地、里海の復興を含め、二
次的な自然環境の保全及び持続可能な利用に関して、
IPSIを通じて世界の知恵を結集し議論するとともに、
2012年（平成24年）に開催される国連持続可能な開発
会議（リオ＋20）、第5回世界自然保護会議（IUCN-
WCC）、COP11の場を通じて世界に発信していきた
いと考えています。
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